
農地等の利用の最適化の
推進に関する指針

【 

編
集
後
記 

】

　

農
業
委
員
会
法
が
改
正
さ

れ
、農
業
委
員
と
、農
地
利
用

最
適
化
推
進
委
員
で
、農
地

等
の
利
用
の
最
適
化
に
取
り

組
む
よ
う
に
な
っ
て
早
半
年
！

　

後
継
者
不
足
や
農
地
の
狭

小
地
、不
成
形
地
に
よ
り
荒

廃
し
て
い
く
農
地
を
見
て
、

今
後
の
農
業
の
あ
り
方
に
つ

い
て
考
え
さ
せ
ら
れ
ま
す
。

　

他
の
委
員
と
一
緒
に
農
地

を
パ
ト
ロ
ー
ル
し
な
が
ら「
農

地
を
守
る
に
は
」の
視
点
に

立
っ
て
、お
互
い
に
意
見
を
交

わ
し
て
い
ま
す
。

　

皆
様
の
お
役
に
立
て
る
よ

う
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
の

で
、よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま
す
。

農
業
委
員
会 

広
報
部
会

○

農地転用許可制度○
視察報告○

▲大善寺町黒田地域の遊休農地を再生した農地

久留米市農業委員会

三潴町 生岩
川勝真理さん   川勝大作さん

主な内容

新規就農者を
　　 ご紹介します！

第
43
回 

ふ
る
さ
と
く
る
め
農
業
ま
つ
り

久 留 米 市 230

5

※申請締切日は、農地法3･4･5条許可申請分です。

詳しくは、久留米市みどりの里づくり
推進課までお尋ねください。

電話：0942-30-9165  FAX：0942-30-9717

平成30年度総会（締切日）予定表

申請締切日 ➡

平成30年  3月26日（月）

平成30年  4月25日（水）

平成30年  5月25日（金）

平成30年  6月25日（月）

平成30年  7月25日（水）

平成30年  8月27日（月）

平成30年  9月25日（火）

平成30年10月25日（木）

平成30年11月26日（月）

平成30年12月20日（木）

平成31年  1月25日（金）

平成31年  2月25日（月）

➡

➡

➡

➡

➡

➡

➡

➡

➡

➡

➡

➡

平成30年  4月10日（火）

平成30年  5月11日（金）

平成30年  6月11日（月）

平成30年  7月10日（火）

平成30年  8月10日（金）

平成30年  9月11日（火）

平成30年10月10日（水）

平成30年11月12日（月）

平成30年12月11日（火）

平成31年  1月11日（金）

平成31年  2月12日（火）

平成31年  3月12日（火）

総会日
農
業
を
は
じ
め
た
き
っ
か
け
を
教
え

て
く
だ
さ
い
。

会
社
勤
め
を
し
て
い
ま
し
た
が
、家
族

と
過
ご
す
時
間
も
な
く
独
立
し
た
い

と
考
え
て
い
た
矢
先
、友
人
か
ら
の
い

ち
ご
栽
培
の
話
に
興
味
を
も
っ
た
の

が
き
っ
か
け
で
す
。

実
際
に
農
業
を
し
て
苦
労
し
た
こ
と
、

良
か
っ
た
こ
と
は
何
で
す
か
。

一
年
間
の
研
修
を
経
て
、平
成
27
年
9

月
に
就
農
し
た
の
で
す
が
、不
慣
れ
な

作
業
で
仕
事
が
進
ま
ず
、寝
不
足
に

な
っ
た
り
、病
害
虫
の
対
応
に
苦
労
し

ま
し
た
。

良
か
っ
た
こ
と
は
、や
は
り
家
族
と
過

ご
す
時
間
が
増
え
た
こ
と
で
す
ね
。

家
族
協
定
を
結
ん
で
あ
り
ま
す
が
、

ど
の
よ
う
な
効
果
が
あ
り
ま
し
た
か
。

家
庭
で
も
仕
事
で
も
お
互
い
の
意
見
を

尊
重
す
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。そ
れ

に
、仕
事
は
作
業
効
率
が
上
が
り
、家

庭
で
は
子
ど
も
と
過
ご
す
時
間
が
増
え

ま
し
た
。

今
後
の
目
標
は
何
で
す
か
。

技
術
を
磨
き
、収
量
、所
得
を
上
げ
て

い
き
た
い
で
す
。

ど
ん
な
こ
と
に
も
対
応
で
き
る
よ
う
な

栽
培
方
法
で
安
定
生
産
を
目
指
し
ま
す
。

███

█████

QAQ

AQAQA

　

防
護
柵
の
設
置
や
追
い
払
い
な
ど
の
自
己
防

衛
を
行
っ
て
も
農
林
産
物
の
被
害
が
減
ら
な
い

場
合
、イ
ノ
シ
シ
や
カ
ラ
ス
な
ど
の
有
害
鳥
獣
は

駆
除
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

駆
除
を
必
要
と
す
る
場
合
、J
A
の
組
合
員

は
加
盟
の
J
A
に
、そ
れ
以
外
の
方
は
下
記
へ
ご

相
談
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、駆
除
に
は
料
金
が
発
生
す
る
場
合
が

あ
り
ま
す
。ま
た
、家
庭
菜
園
の
被
害
は
対
象
外

で
す
。

　

昨
年
11
月
11
日
〜
12
日
に
第
43
回
ふ
る
さ
と
く
る
め
農
業

ま
つ
り
が
開
催
さ
れ
ま
し
た
。

　

当
委
員
会
で
は
、11
日
に
ビ
ン
ゴ
大
会
を
実
施
、当
日
農
業

ま
つ
り
の
ア
ン
ケ
ー
ト

に
回
答
さ
れ
た
方
を

対
象
に
、ビ
ン
ゴ
カ
ー

ド
を
配
布
し
6
0
0

名
以
上
に
参
加
い
た

だ
き
ま
し
た
。

　

景
品
と
し
て
地
元
産

の
米
・
柿
・
野
菜
セ
ッ
ト

（
リ
ー
フ
レ
タ
ス
・
小

松
菜
・
ほ
う
れ
ん
草
・

大
根
・
キ
ャ
ベ
ツ
）を
配

布
し
、地
元
農
産
物
の

Ｐ
Ｒ
を
行
い
ま
し
た
。

【
鳥
獣
に
よ
る
被
害
で

　
　
　
　
　

お
困
り
の
方
へ
】

▲当選者にインタビューの様子



久留米市農業委員会久留米市農業委員会

農
地
転
用
許
可
制
度

『
農
地
中
間
管
理
事
業
を
利
用
し
た
農
地
基
盤
整
備
』

一
般
財
団
法
人
西
海
市
農
業
振
興
公
社

視
察
報
告

視
察
報
告

優
良
農
地
は
、原
則
転
用
禁
止
！

　

農
地
転
用
と
は
、農
地
を
住
宅
や
資
材

置
場
な
ど
、農
地
以
外
の
も
の
に
す
る
こ
と

を
い
い
ま
す
。農
地
を
転
用
す
る
に
は
、農
地

法
に
基
づ
く
手
続
き
が
必
要
で
す
。

　

こ
れ
は
、食
料
生
産
の
た
め
の
限
ら
れ
た

資
源
で
あ
る
農
地
を
守
る
と
い
う
目
的
の

ほ
か
、転
用
を
す
る
と
、周
辺
の
農
地
や
住

環
境
に
思
わ
ぬ
影
響
を
及
ぼ
し
て
し
ま
う

こ
と
が
あ
る
た
め
、そ
れ
を
事
前
に
チ
ェ
ッ

ク
し
、地
域
の
農
業
や
住
環
境
を
最
大
限
保

全
す
る
た
め
で
す
。

　

転
用
の
条
件
に
は
、立
地
や
農
地
の
状
態

等
の
観
点
か
ら
見
る『
立
地
条
件
』と
、転
用

の
計
画
を「
必
要
性
」「
妥
当
性
」「
実
現
可

▲西海市農業振興公社の田中理事長に
　説明を受ける様子

能
性
」等
の
観
点
か
ら
見
る『
一
般
条
件
』の

ふ
た
つ
の
条
件
が
あ
り
ま
す
。

　

農
地
法
に
は
、ほ
場
が
整
備
さ
れ
て
い
て

生
産
性
が
高
か
っ
た
り
、周
辺
農
地
と
の
集

団
性
が
高
い
な
ど
の
優
良
な
農
地
は
守
る
、

と
い
う
基
本
的
な
考
え
方
が
あ
り
、そ
う
し

た
農
地
の
転
用
は
原
則
と
し
て
認
め
な
い
、

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、転
用
し
よ
う
と
す
る
農
地
が
、農

業
振
興
地
域
の
農
用
地（
い
わ
ゆ
る「
青

地
」）の
場
合
は
農
業
振
興
地
域
か
ら
の
除

外
が
必
要
で
あ
る
な
ど
、転
用
申
請
の
前
に

手
続
き
が
必
要
な
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

転
用
を
お
考
え
の
際
は
、ま
ず
は
農
業
委

員
会
事
務
局
へ
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

　

11
月
21
日
、農
業
委
員
と
農
地
利
用
最

適
化
推
進
委
員
の
代
表
の
７
名
で
、西
海
市

農
業
振
興
公
社
を
訪
問
、農
地
中
間
管
理

事
業
を
利
用
し
た
農
地
基
盤
整
備
に
つ
い

て
お
話
を
伺
い
ま
し
た
。

　

西
海
市
農
業
振
興
公
社
は
、平
成
9
年

に
、荒
廃
化
し
た
農
地
を
中
間
保
有
し
、管

理
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
設
立
さ
れ
ま

し
た
。現
在
で
は
都
道
府
県
単
位
に
設
置
さ

れ
て
い
る
中
間
管
理
機
構
の
先
駆
け
の
よ
う

な
存
在
で
す
。

　

平
成
26
年
に
長
崎
県
農
業
振
興
公
社
が

長
崎
県
の
中
間
管
理
機
構
と
し
て
指
定
さ

れ
る
と
、そ
こ
か
ら
業
務
委
託
を
受
け
、西

海
市
に
お
け
る
農
地
中
間
管
理
事
業
を

担
っ
て
い
ま
す
。

　

西
海
市
の
白
崎
地
区
は
、平
均
地
形
傾

斜
11
度
の
中
山
間
地
の
丘
陵
地
帯
で
、地
区

の
大
部
分
が
み
か
ん
園
で
し
た
が
、み
か
ん

の
市
況
が
悪
化
し
、耕
作
放
棄
状
態
と
な
っ

て
い
ま
し
た
。

　

ま
た
、耕
作
道
路
や
排
水
道
路
が
未
整

備
で
、担
い
手
農
家
の
経
営
規
模
拡
大
が
進

ま
な
い
状
況
で
し
た
。

　

そ
こ
で
、長
崎
西
彼
農
業
協
同
組
合
が
事

業
主
体
と
な
り
、行
政
と
連
携
し
て
担
い
手
農

家
の
意
見
や
要
望
を
聴
き
な
が
ら
、農
地
集
積

を
取
り
ま
と
め
、耕
作
放
棄
状
態
と
な
っ
て
い

た
み
か
ん
園
に
一
定
規
模
の
団
地
を
形
成
す
る

見
込
み
を
得
る
こ
と
に
成
功
し
ま
し
た
。

　

こ
の
計
画
を
実
現
す
る
た
め
、長
崎
県
と

西
海
市
の
農
村
整
備
事
業
部
門
の
協
力
を

得
て
、国
か
ら
区
画
整
理
の
事
業
採
択
を
受

け
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
、農
地
中
間
管
理
機
構
が
、対
象

と
な
っ
た
農
地
を
中
間
保
有
す
る
こ
と
で
、

農
家
の
負
担
が
最
大
限
軽
減
さ
れ
る
よ
う

工
夫
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

現
在
、基
盤
整
備
の
工
事
が
進
行
中
で
、

平
成
33
年
度
に
完
成
の
予
定
で
す
。

　

行
政
や
農
業
協
同
組
合
、農
地
中
間
管
理

機
構
が
一
体
と
な
り
成
功
し
た
事
例
で
す
。

農地の区分 許可の方針 農地等の利用の最適化の推進に関する指針
市が定める農業振興地
域整備計画において農
用地区域とされた区域内
の農地

10ha以上の規模の一団
の農地、土地改良事業等
の対象となった農地等、
良好な営農条件を備えて
いる農地

鉄道の駅が500m以内に
ある等、市街地化が見込
まれる農地又は生産性の
低い小集団の農地

鉄道の駅が300m以内に
ある等、市街地の区域又
は市街地化の傾向が著し
い区域にある農地

第1種農地

農用地区域内農地

原則不許可

原則許可

原則不許可
例外的に許可する目的
　・農業用施設
　・農畜産加工施設 等

第3種農地に
立地困難な
場合等に許可

第2種農地

第3種農地

西
海
市
農
業
振
興
公
社

白
浜
地
区
の
基
盤
整
備
事
業

　久留米市農業委員会では、農地等の利用の最適化（担い手への農地利用の集積･集約化、遊休農地
の発生防止･解消、新規参入の促進）を図るための活動指針を定めました。
　農業委員と農地利用最適化推進委員は、この指針に基づいて活動します。

※指針の詳細は、市のホームページをご覧ください。

・農地がどのような状態にあるかを調べ、遊休化している農地については、その所有者や耕作者が、今後
　どのように農地を利用する予定なのかを確認します。（農地の利用意向の調査）
・農地の所有者や耕作者が、自分では適切に農地を管理することが難しい場合は、農地を耕作できる担
　い手等につなぐお手伝いをします。（農地の売買や貸借のあっせん）

１． 遊休農地の発生防止・解消について

２． 担い手への農地利用の集積・集約化について

３． 新規参入の促進について

（２） 遊休農地の発生防止・解消の具体的な推進方法

・地元地域における人と農地の問題解決のため、「人･農地プラン」の作成や見直し等の際は、積極的に
　参画します。
・農地中間管理機構や農協等との連携し農地の出し手と受け手の意向を踏まえたマッチングに取り組み
　ます。
・集落営農の組織化や法人化、新規参入の受入れを推進します。
・農地中間管理事業を利用した農地基盤整備の活用を検討します。

（２） 担い手への農地利用の集積･集約化に向けた具体的な推進方法

・新しく農業を始めたい方の農地や技術の取得を支援
　します。
・農業委員会ネットワーク機構や農地中間管理機構と
　連携し、必要に応じて相談会を実施します。
・企業参入を推進します。

（２） 新規参入の促進に向けた具体的な推進方法

（１） 遊休農地の解消目標

注：管内の農地面積･遊休農地面積は、久留米市農業委員会調べ。

管内の農地面積(A)
8,762 ha
8,762 ha

現状（平成29年3月）
目標（平成32年3月）

遊休農地面積(B)
92 ha
88 ha

遊休農地の割合(B/A)
1.05 ％
1.00 ％

（１） 担い手への農地利用集積目標

管内の耕地面積(A)
8,670 ha
8,674 ha

現状（平成29年3月）
目標（平成32年3月）

集積面積(B)
6,730 ha
6,940 ha

集積率(B/A)
77.62 ％
80.00 ％

（１） 新規参入の促進目標
新規参入者数
18 人
20 人

平成28年度実績
毎年度

（市ホームページ トップ ＞ 産業・ビジネス・雇用 ＞ 農林水産業 ＞ 農業委員会に関する制度・手続き ＞ 
農地等の利用の最適化の推進に関する指針）


